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指定要件が水道事業者によってまちまち（独自基準） 
 ・市町村の条例等に基づく技術者の資格試験や講習会等の
実施 

 ・給水区域内に事務所を有することなど 

  指定要件に関する規制緩和の要請 
       （行政改革委員会意見等） 
       ☆全国レベルの新たな資格制度 
       ☆参入制限とならない 
       ☆客観的かつ合理的 
       ☆全国一律 

○新築住宅等に給水管を引こうとする場合、水道事業者の所有する配水管に孔(あな)をあける工事が必要。 

○給水装置（蛇口やトイレなどの水道用品）の不適正な工事は、漏水事故を引き起こすばかりではなく、水質の
異常など利用者の健康に直結する事態を招きかねない。 

 各水道事業者は条例等に基づき給水装置工事の施工業者をそれぞれ指定 

従来の指定制度（平成８年以前） 

現行の制度、水道法改正（平成８年） 

・各水道事業者は給水装置工事を施行する者を指定できる（水道法第16条の2）  

・指定要件の全国統一化・明確化（水道法第25条の3） 
 ⇒指定要件（３項目）：給水装置工事主任技術者の選任、工具の保有、欠格条項 

・給水装置工事主任技術者は技術上の管理を担う者として国家資格化（水道法第25条の4） 

【指定給水装置工事事業者制度】 

指定給水装置工事事業者制度〈平成８年 法改正の経緯〉 
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【検討事項】 指定給水装置工事事業者制度 
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 水道事業者は、申請者が指定の要件に適合するときは、
指定しなければならない。 
（指定の要件） 
 １．事業所ごとに給水装置工事主任技術者を選任 
 ２．省令で定める機械器具を保有 
   （管の切断用器具、管の加工用器具、水圧テスト 
   ポンプ等） 
 ３．欠格要件に該当しない 

指定の基準（法第２５条の３） 

１．指定の基準に適合しなくなったとき 
２．給水装置工事主任技術者の選任・届出義務違反 
３．事業の変更等の届出義務違反 
４．事業運営の基準違反 
５．給水装置工事主任技術者の立ち会い応諾義務違反 
６．報告等の応諾義務違反 
７．水道施設への機能障害 
８．不正の手段により指定を受けた場合 

指定の取消し（法第２５条の１１） 

 指定給水装置工事事業者は、事業を廃止、休止し、若しくは再開したときは、水
道事業者に届け出なければならない。 

変更の届出等（法第２５条の７） 

 指定給水装置工事事業者は、省令に定める事業の運営基準に従い、適正な事業
の運営に努めなければならない。 
＜事業の運営基準＞（施行規則第３６条） 
 
 
 
 
 
 
 

事業の基準（法第２５条の８） 

 給水装置工事主任技術者（国家資格）は、給水装置工事に関する技術上の管理
等の職務を担う。 

給水装置工事主任技術者（法第２５条の４等） 

１．選任した主任技術者のうちから、工事毎に主任技術者を指名すること。 

２．配水管からメータまでの工事に適切に作業を行うことができる技能を有する者を
従事させること。 

３．あらかじめ承認を受けた工法その他の条件に適合するように工事すること。 
４．主任技術者等への研修の機会を確保するよう努めること。 
５．基準に適さない材料、工具を使用しないこと。 
６．主任技術者に工事に関する記録を作成させ、３年間保存すること。 

給水装置の構造及び材質（法第１６条） 

 水道事業者は、当該水道によって水の供給を受ける者の給水装置の構造及び材質が、政令で定める基準に適合していないときは、供給規定の定
めるところにより、その者の給水契約の申込を拒み、又はその者が給水装置をその基準に適合させるまでの間その者に対する給水を停止することが
できる。 

給水装置工事事業者の義務 

給水装置工事（法第１６条の２） 

 水道事業者は、給水装置工事を適正に施行することができると認められる者の指定を
することができる。指定をしたときは、水の供給を受ける者の給水装置が水道事業者は
指定を受けた者の施行した給水装置工事に係るものであることを供給条件とすることが
できる。 

⇒各水道事業者は条例において、給水装置工事は
指定給水装置工事事業者が行う旨を規定。 

 給水装置の新設等をしようとする者は、あらかじめ水道
事業管理者に申込み、その承認を受けなければならない。 

供給規定【条例】（給水装置の新設等の申込み） 



・従来は各水道事業者が独自の指定基準で給水装置工事を施行する者を指定していたが、規制緩和の要請を受け、平成８年に 
 水道法を改正し、法に基づく全国一律の指定基準による現行制度が創設。 
・現行制度により、広く門戸が開かれ、工事事業者の指定数は増加。（H9：2万5千者⇒H25：22万8千者、約９倍に増加） 
・現行制度は新規の指定のみであり、廃止、休止等の状況が反映されづらく、また水道事業者は指定工事事業者の実態把握や 
 指導等が困難な状況でトラブルも発生。 
 （所在不明な指定工事事業者：約3千者、違反行為件数：1,740件/年（うち、無届工事が839件）、苦情件数：4,864件/年 
   （H25末厚生労働省アンケート調査より））  
⇒ 指定工事事業者として給水装置工事を適正に行うための資質が継続して保持されるとともに、実体との乖離を防止する 
 仕組みが必要。 
 
  

現 状 

主な論点 

○指定に一定の有効期間（更新サイクル）を設けるべきではないか。  

○以下のような事項については、水道事業者が指定の更新時に併せて確認することが可能ではないか。 

○指定給水装置工事事業者制度への更新制の導入について  
 ・指定給水装置工事事業者（以下「指定工事事業者」という。）の指定に一定の有効期間を設け、一定期間で更新しなければ失効するものとすべき。 
 ・水道事業者は、更新時に水道法に規定する指定の基準（選任する主任技術者、工具類の保有、欠格条項）について確認する。 
 ・更新の申請に併せて、配管技能者の従事状況、主任技術者等の研修機会の確保状況等の事業の運営の基準に規定される事項を確認するととも
に配管技能者の資格、指定工事事業者の講習会受講状況、修繕対応の可否等について確認することも考えられる。 

指定給水装置工事事業者制度に関する検討会で示された基本的な方向性 

①更新制度の導入について 【検討事項】 

通知、その他によるもの 
  ・指定工事事業者への講習会 
  ・技能を有する者の資格 
  ・修繕対応の可否等 

 事業運営の基準（施行規則第36条）に関するもの 
  ・技能を有する者の従事 
  ・主任技術者等への研修機会確保等 
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・水道事業者や日本水道協会が実施している指定工事事業者の講習会への参加実績、主
任技術者等への研修機会の確保の状況 

 ・有効期間内における講習会参加実績、主任技術者等への研修機会の確保状況等 

・過去に施工した工事に従事した技能を有する者（配管技能者）の資格等 
 ・配管技能者の氏名、資格、雇用関係、工事件数等 

・指定工事事業者の業務内容 
 ・休業日、対応可能時間、修繕対応の可否、工事種別（新設・改造）等 

○指定に一定の有効期間（更新サイクル）を設けるべきではないか。  

【検討事項】 ①更新制度の導入について（続き） 【検討事項】 

・指定に有効期間を設け、更新制とすることとし、水道法に規定する指定の基準（選任する
主任技術者、工具類の保有、欠格条項）について確認することとしてはどうか。 

・指定の有効期間を5年としてはどうか。 
 ・実体との乖離の防止、指定工事事業者・水道事業者に与える負担の程度の両面を考慮。  

  例）電気工事業 5年（期間は短い方が望ましいが、業界の実態、業者に与える負担の程度を考慮） 
建設業     5年（登録等の規制が国民負担の軽減、行政事務の簡素・合理化の観点から延長される方向に

あり、更新の申請数が膨大で本来必要とされる業者に対する指導・監督が手薄になっている
との指摘があったこと等から、平成6年に3年→5年に延長） 

下水道の排水設備工事業 条例により有効期間が定められており、5年とするものが多い。 

○以下のような事項については、水道事業者が指定の更新時に併せて確認することが可能では
ないか。 

  ＜ 例 ＞ 

主な論点と対応案 
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【検討事項】 

○水道利用者への情報提供の充実 

 ・ 水道事業者は、指定工事事業者に関する情報として、指定の更新時に把握した修繕対応の可否等の情報を水道利用者に提供する。 
 ・ 修繕時のトラブルの防止方法や悪質商法に関する情報等についても提供を行う。 
○指定工事事業者への講習会の実施、主任技術者への講習会の受講の促進 

 ・ 国は、水道事業者に対し、指定工事事業者への講習会のさらなる実施率向上と講習内容の充実を求める。 
 ・ 水道事業者は、指定工事事業者の指定の更新時に、選任する主任技術者の講習会の受講実績を確認し、必要な指導を行う。 
 ・ 受講する主任技術者の過度な負担とならない講習会の実施方策を検討する。 
○処分環境の整備 

 ・ 国は、水道事業者における処分基準の整備について再周知を行う。 
 ・ 日本水道協会は、処分基準例に加えて、処分事務に関する解説、処分事例、様式例等を示すなど、適正な処分を行える環境の整備を検討する。 
 ・ 無届工事（注：工事を依頼した住民から水道事業者に届出がない工事又は届出と内容の異なる工事が実施される）に対する方策を検討する。 

②その他の課題について 

指定給水装置工事事業者制度に関する検討会で示された基本的な方向性 

【検討事項】 

○指定工事事業者に関する水道利用者への情報提供の不足 
 ・ ９割の水道事業者が何らかの情報提供を実施しているが、修繕対応の可否等の詳細な情報提供を実施しているのは4.4％。 
○指定工事事業者、主任技術者等に対する講習会の実施が不十分 

 ・ 指定工事事業者への講習会の実施率は45.5％、参加率は42.1％。 
 ・ 特に複数の水道事業者から指定を受けている工事事業者は、それぞれの講習会を受講する負担が大きい。 
 ・ 主任技術者への研修会が定期的に開催されていない。 
○指定工事事業者に対する処分、指導監督が不十分 

 ・ 約35％の水道事業者において処分基準が整備されていない。 
 ・ 指定工事事業者による違反の約47％が、無届工事となっている。 

現 状 

○ 水道利用者への情報提供のあり方と更新時確認事項の活用 

○ 研修・講習会の内容、受講しやすい環境の整備 

○ 水道事業者における、指定の取消し等の処分基準の整備に係る支援 

主な論点 
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【検討事項】 ②その他の課題について（続き） 【検討事項】 

○ 水道利用者への情報提供のあり方と更新時確認事項の活用 

・ 更新時に把握した情報（修繕対応の可否、対応可能時間等）を活用してはどうか。 

・ 水道事業者は、HP等ウェブサイトの他、リーフレット等による情報提供を行ってはどうか。 

・ 消費者生活センターと連携した情報発信の方策が考えられないか。 
 
○ 研修・講習会の内容、受講しやすい環境の整備 

    ＜指定工事事業者に対する講習会＞ 
     ・ 水道事業者の連携による広域的な開催を促進し、その活用により複数の指定を受けて

いる工事事業者の講習会参加の負担を緩和してはどうか。 

    ＜主任技術者に対する講習会＞ 
     ・ 給水工事技術振興財団の実施するeラーニング等の一層の活用が図られるよう普及拡

大の促進をしてはどうか。 
 
○ 水道事業者における、指定の取消し等の処分基準の整備に係る支援 
    ・ 国は、水道事業者における処分基準の整備について再周知を行う。 
    ・ 日本水道協会から処分基準事例が公表されているが、それに加え、処分事務に関する   
     解説、処分事例、様式例などを示してはどうか。 
    ・ 水道事業者は、無届工事の施工者（既存の指定工事事業者）に対し、指導の強化に加え、 
     必要に応じ、適正な処分を実施してはどうか。 
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主な論点と対応案 



止水栓 

配水管 

水道メータ 

宅地 道路 

給水管 

給水装置（個人財産） 

給水装置とは…配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給水用具  

(水道事業者財産) 

（参考）給水装置の概念図 
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（参考） 指定給水装置工事事業者制度の現状（厚労省アンケート結果（H25年度末）） 

①不明工事事業者の存在 
 ・ 各水道事業者が公表している指定工事事業者リストに連絡がとれない指定工事事業者が掲載されている。 
  （一部水道事業者が確認しているだけで約３千の不明工事事業者が存在） 
 ・ 不明工事事業者は、水道事業者からの指導監督や情報提供が行えないため資質の低下が懸念。 
 ・ 連絡がとれないなどといった水道利用者からの苦情の原因。 
 

②違反行為（図１参照） 
 ・ 無届工事や構造材質基準不適合などの違反行為は、水道事業者が把握しているだけでも1,740件発生。 
 ・ 直接水質事故につながりかねないクロスコネクションのほかに、虚偽報告等の悪質な違反行為も発生。 
 

③苦情（図2参照） 
 ・ 水道利用者からの苦情件数は4,864件に上る。苦情の内訳は「連絡不通」、「対応が遅い、悪い」、「費用が高額」 
  が多く、修繕の施行不良など技術力の不足による苦情もある。 
 ・ 国民生活センター、消費生活センター等に寄せられた水道工事や水道等の修理サービスに関する消費生活相 
  談は約1,000(件/年)であり、横這い傾向で減っていない。 

図1 違反行為の内訳※複数回答分を含む 図2 苦情の内訳※複数回答分を含む 

合計 1,740件 

合計 4,864件 
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（参考） 主任技術者向けeラーニング 
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講習用テキスト 

（参考） 主任技術者向けeラーニング 
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学科成果試験 

（参考） 主任技術者向けeラーニング 
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出典：大阪市水道局HP 

（参考） 指定工事事業者向け講習会 

13 



水道事業者 
(お客様受付センター） 

消費生活センター 

不審な情報を提供 

不審な問い合わせへの 
相談先として案内 

情報提供を受けHPに掲載 

（参考） 消費者行政との連携事例 
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